
 

 
 

 
 

【地区住民センター等編】 

 

 



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 44

2021 57,566

44

所管部課 市民課

所   在   地 泉町１丁目１番地 敷  地  面  積 5,620

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 北広島団地住民センター
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 北広島団地 うち借地面積  -

複合・併設施設 北広島学童クラブ、図書館住民センター分室 建 築 年 度 昭和55 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 1,958 経 過 年 数 42

13,605 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

46,975 32,055

概算更新コスト 783,200 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

26,825  35,285 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

1,458               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 116                 

国　費 -                    火災保険料 11                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 28,651             工事請負費 12,430             

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 30,109 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 17,552 

合　計（①＋②） 30,109 

小　計 12,557             

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 17,552             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 853 円/人 523 円/人 15,377

H9 便器改修 541 H23 ファミリーホール耐震化改修 58,800

H4 内部改修工事 7,416 H17 自家発電エンジン修繕 1,155

H9 温水ボイラー補修 2,888 H26 個別暖房化 5,031

H9 高圧ケーブル線交換 817 H23 内装・電気設備・機械設備修繕 1,292

H10 温風暖房設備修繕 2,153 H26 非常用発電機分解整備 1,253

H10 排煙窓修繕 340 H26 幼児室カーペットｸﾛｽ貼替 341

H13 非常口修繕 840 H30 消防用設備修繕 420

H10 自動ドア修繕 830 H30 煙突改修工事 9,860

H15 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾙ屋根修繕 8,369 R3 消防設備改修工事 12,430

H15 和室内装修繕 1,187 R2 地下タンク改修工事 4,092

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

5 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

523 （円/㎡）
当たりのコスト

84 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

15,377 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 45

2021 57,566

45

所管部課 市民課

所   在   地 輪厚中央4丁目12番地17 敷  地  面  積 1,855

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 農民研修センター
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 西部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和49 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定無し

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 661 経 過 年 数 48

4,593 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

7,604 3,407

概算更新コスト 264,400 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

2,937  4,649 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

112                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 390                 

国　費 -                    火災保険料 4                    

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 14,030             工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 14,142 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 13,748 

合　計（①＋②） 14,142 

小　計 394                

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 13,748             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 3,042 円/人 246 円/人 21,395

H3 福祉環境整備 13,905 H29 漏水修繕 372

S53 増築 9,150 H28 機械室外扉修繕 1,242

H8 外部補修工事 1,002 H30 漏水修繕 400

H5 排水設備工事 4,017 H30 機械室集合煙突修繕 582

H24 エレベーター等設置工事 31,920 R3 屋上シーリング修繕 322

H22 女子トイレ改修(洋式化) 557 R1 外部修繕（屋上・外壁） 2,420

H26 外部修繕 367

H24 屋内消火栓ポンプ修繕 452

H27 正面入口自動ドア装備修繕 378

H27 自動ドア部品交換修繕 346

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

1 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

246 （円/㎡）
当たりのコスト

96 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

21,395 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 46

2021 57,566

46

所管部課 市民課

所   在   地 西の里南1丁目2番地2 敷  地  面  積 842

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 西の里会館
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 西の里 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和56 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 612 経 過 年 数 41

4,253 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

19,086 11,054

概算更新コスト 244,800 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

9,906  13,349 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

536                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 151                 

国　費 -                    火災保険料 4                    

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 13,246             工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 13,782 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 13,627 

合　計（①＋②） 13,782 

小　計 155                

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 13,627             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 1,032 円/人 239 円/人 22,520

H8 電気温水器取替修繕 406

H8 福祉環境整備 15,759

H19 大規模改修(エレベーター設置、和室の洋室化、トイレ改修等) 39,102

H10 照明器具取替 1,040

H28 給湯器取替及び配管取替 421

H26 集会室鏡設置 691

H30 機械室集合煙突修繕 582

H29 自動ドア部品交換及び修繕 356

R2 給湯室給水管取替修繕 594

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

4 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

239 （円/㎡）
当たりのコスト

82 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

対策が必要

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

22,520 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有していない恐れがある(Ⅱ)。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 47

2021 57,566

47

所管部課 市民課

所   在   地 大曲中央2丁目4番地5 敷  地  面  積 1,978

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 大曲会館
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 大曲 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和54 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 804 経 過 年 数 43

5,587 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

23,754 15,134

概算更新コスト 321,600 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

12,625  17,171 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

596                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 98                   

国　費 -                    火災保険料 6                    

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 13,500             工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 14,096 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 13,992 

合　計（①＋②） 14,096 

小　計 104                

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 13,992             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 821 円/人 245 円/人 17,532

H5 ボイラー修繕 630 H27 石油暖房機取付 341

H5 会館外部改修工事 7,468 H26 網戸設置 363

H8 ブラインド補修（学習室・保育室・大集会室） 15,154

H6 地下重油タンク設備修繕 15,154

H9 福祉環境整備工事 15,645

H9 非常用階段補修 819

H24 路盤修繕 494

H22 会館電灯動力変圧器及びコンデンサー取替 1,103

H26 非常用放送設備設置 983

H26 大規模改修(エレベーター、トイレ、外壁等) 6,804

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

4 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

245 （円/㎡）
当たりのコスト

86 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

対策が必要

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

17,532 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有していない恐れがある(Ⅱ)。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 48

2021 57,566

48

所管部課 市民課

所   在   地 朝日町5丁目1番地2 敷  地  面  積 2,939

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 東記念館
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 東部 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 平成2 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 1,304 経 過 年 数 32

9,061 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

22,228 9,931

概算更新コスト 521,600 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

10,380  14,180 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

538                 

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 -                    

国　費 -                    火災保険料 6                    

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 9,171               工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 9,709 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 9,703 

合　計（①＋②） 9,709 

小　計 6                    

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 9,703               

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 685 円/人 169 円/人 7,446

H12 福祉環境整備工事 9,608

H2 外装整備工事 10,527

H26 ボイラー修繕 606

H14 屋根改修 16,800

H30 大規模改修の内建築主体工事 82,836

H27 非常用放送設備設置工事 1,134

H30 大規模改修工事の内電気設備工事 20,300

H30 大規模改修の内機械設備工事 32,400

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

6 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

169 （円/㎡）
当たりのコスト

64 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

7,446 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から対策の検討時期と判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは標準的（Ⅴ）。
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 49

2021 57,566

49

所管部課 市民課

所   在   地 大曲370番地2 敷  地  面  積 15,121

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 ふれあい学習センター
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 大曲 うち借地面積  -

複合・併設施設 大曲児童センター、図書館大曲分館 建 築 年 度 平成17 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC 延 床 面 積 2,558 経 過 年 数 17

17,774 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

49,704 19,913

概算更新コスト 1,023,200 千円 法定耐用年数 50 市民1人当たり更新コスト

19,740  29,786 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

1,960               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 1,386               

国　費 -                    火災保険料 27                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 36,349             工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 38,309 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 36,896 

合　計（①＋②） 38,309 

小　計 1,413              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 36,896             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 1,286 円/人 665 円/人 14,976

H29 外壁タイル復旧修繕 756

H25 非常用照明バッテリー修繕 483

R1 男子トイレ手洗器修繕 627

H30 GHP室外機修繕 2,017

R3 機械設備機器部品交換修繕 1,188

R2 外壁修繕 863

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

5 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

665 （円/㎡）
当たりのコスト

34 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

14,976 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から対策の検討時期と判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅴ）。
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Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 50

2021 57,566

50

所管部課 市民課

所   在   地 広葉町3丁目1番地 敷  地  面  積 26,770

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 広葉交流センター（旧校舎）
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 北広島団地 うち借地面積  -

複合・併設施設 広葉学童クラブ、北広島団地児童センター 建 築 年 度 昭和49 年度

階数（地上）  2 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 RC（一部S） 延 床 面 積 4,632 経 過 年 数 48

32,186 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

20,110 17,564

概算更新コスト 1,852,800 千円 法定耐用年数 47 市民1人当たり更新コスト

14,896  17,523 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

1,991               

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 -                    

国　費 -                    火災保険料 27                   

道　費

施設コスト 市費（一般財源） 29,360             工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 31,351 その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 31,324 

合　計（①＋②） 31,351 

小　計 27                  

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 31,324             

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 1,789 円/人 545 円/人 6,768

H25 改修工事の内電気設備工事 78,750

H25 改修工事の内建築主体工事 195,300

H26 屋外アプローチ階段修繕 447

H25 改修工事の内機械設備工事 72,450

H29 屋外排水管工事 6,480

H29 学童クラブ棟改修工事 12,852

R1 市有物件機械室煙突改修工事 9,980

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

6 （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

545 （円/㎡）
当たりのコスト

102 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

6,768 （円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担の割合は低い（Ⅲ）。市民一人当たりのコストが大きい（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは標準的（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0



調査実施分

ファシリティコスト分 人

北広島市　公共施設カルテ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ

㎡ 年

 階  階

年

3　管理運営データ

人 人 人 人

４　修繕履歴

５　特記事項

このシートは、 2022 Ｎｏ． 51

2021 57,566

51

所管部課 市民課

所   在   地 広葉町3丁目1番地 敷  地  面  積 26,770

調査実施年度 令和4年度

施  設  名 広葉交流センター（屋体）
大分類 市民文化系施設 中分類 集会施設 施設番号

（地区） 北広島団地 うち借地面積  -

複合・併設施設 - 建 築 年 度 昭和49 年度

階数（地上）  1 階数（地下）  - 避難所指定 指定避難所

建 物 構 造 SRC 延 床 面 積 788 経 過 年 数 48

5,475 円/人

利用状況
R１年度 R2年度 R3年度 平均利用者数 管理形態

11,080 10,704

概算更新コスト 315,200 千円 法定耐用年数 47 市民1人当たり更新コスト

11,082  10,955 指定管理者

ファシリティ
コスト

内　訳 金額（千円） 内　訳 金額（千円）

収
　
　
入

利用料等

-                    維持管理委託料　 -                    

令和3年度分 その他 -                    敷地借上料 -                    

-                    

支
　
　
　
出

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

修繕料 -                    

国　費 -                    火災保険料 -                    

道　費

施設コスト 市費（一般財源） -                    工事請負費 -                    

①施設維持コスト
　建物を良好に保
　つために要する
　経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　公共サービスを
　提供するために
　要する経費

合　計 - その他維持費 -                    

その他運営費 -                    

小　計 - 

合　計（①＋②） - 

小　計 -                    

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

人件費 -                    

光熱水費 -                    

運営委託料 -                    

円/㎡

実施年度 内容
工事費

（千円）
実施年度 内容

工事費
（千円）

コスト計算 平均利用者数1人当たり 市民1人当たり 延床面積１㎡当たり

単位コスト 円/人 円/人

H30 台風復旧修繕 2,657

H28 体育館屋根補修 972

光熱水費及び維持管理委託料は指定管理料（運営委託料）に含む。



６　データ分析

レーダーチャート

　

Ⅲ.利用者負担
　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持管理コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３。

- （％）

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ５ つ の 指 標

Ⅰ.老朽化状況

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建物の経過年数と法定耐用年数を比較して老朽化率を％表示
　（経過年数÷法定耐用年数）
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　　の割合

Ⅳ.市民1人 　市民１人当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷人口
　数値が高いほど、市民一人あたりが負担する金額が大きくなっている。

（円/㎡）
当たりのコスト

102 （％）

Ⅱ.耐震性能

　建物の耐震安全性を示す
　耐震性能の有無と対策の必要性を表示
　耐震性能あり：新耐震基準で建設されているか、診断結果で対策不要か
                      対策実施済。

耐震性能あり

Ⅴ.面積1㎡ 　延床面積１㎡当たりの施設維持管理にかかるコストを示す指標
　支出合計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持・運営にコストがかかっている。

（円/㎡）
当たりのコスト

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいると判断（Ⅰ）。耐震性能を有している（Ⅱ）。

利用者負担は評価できない（Ⅲ）。市民一人当たりのコストは低い（Ⅳ）。

市内全施設の相対的な比較では、㎡あたりの施設維持コストは低い（Ⅴ）。

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.利用者負担の割合Ⅳ.市民1人当たりのコスト

Ⅴ.面積1㎡当たりのコスト

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

経過年数と法定耐用年数を比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上70％未満
１. 70％以上（残存年数少）

耐震基準への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修不要又は施工済

２. 耐震診断の実施の有無が不明
１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

３．下位3割以内（コスト安）

２．中位4割
１．上位3割以内（コスト高）

３．100％以上（利用者負担で費用が賄える）

２．30％以上100％未満
１．30％未満（利用者負担の割合が低）

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅴ：相対評価

施設間で相対的に比較

※評価できない場合は0


